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1　はじめに
　2020 年初頭頃からの新型コロナウイルス感染

症との生活も 3 年目になった。その中で、働く

ことに関して社会的に大きな変化があったのは

テレワークだろう。以前からテレワークは、配

偶者の転勤に伴い離職する人材を継続して就業

できるように導入されたり、東日本大震災後に

は特に事業継続の観点から注目されたり、そし

て東京オリンピック開始の数年前からは渋滞緩

和のために実証実験が繰り返されたりしていた。

しかし、浸透度は低く、2015 年、2019 年の導入企

業割合は 16.1％、20.1％であった（平成 27 年・

令和元年通信動向調査）。導入している企業の中

でもテレワークを実施している従業員の割合は

10％未満の企業が半数を占めていた。しかし、

2020 年 4 月に緊急事態宣言が出されると、多く

の人々が在宅勤務を余儀なくされた。どのよう

な職種や雇用形態でテレワークが出来るのか、

テレワーク経験者と未経験者の差は何かなどが

盛んに調査された。日本よりも行動制限のある

ロックダウンを行ったイタリアやイギリス、フ

ランス、ドイツなどのヨーロッパ各国やアメリ

カでもテレワークは実施され、諸外国でも各種

調査が行われた。その後、2021 年の通信動向調

査によるとテレワーク導入企業は半数を超えて

51.8％になり、28.9％の導入企業は従業員の 50％

以上が実施している。

　そこで、本稿では働くことに関して大きな影
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響を与えたテレワークについてみていこう 1）。

先の見えない中で予測されたような、オフィス

街が全く消えてしまうような劇的な変化はなく、

一度は導入後、これまで通り出社することを選

ぶ企業や、社員や日数によりテレワークとオフィ

スへの出社を組み合わせる企業、完全テレワー

ク型を導入する企業と様々である。さらに、後

述の内容を先取りすると、最適な働き方は経営

体制や仕事の内容のみならず、労働者の好みな

ど属人的なことにも依存し人により異なる。個

人への影響を整理した上で、テレワークが浸透

すると社会的にどのような可能性があるのだろ

うか。また、その際に注意すべき点は何だろうか。

　新型コロナウイルス感染症流行以前から、日

本の労働市場がかかえる問題として、地方から

東京への人の移動、地方を含めた人手不足、女

性労働力の未活用が挙げられる。国土政策局の

資料（「企業等の東京一極集中に係る基本調査」

より国土政策局作成資料）によると、東京圏へ

の流入理由のトップは「（地元では）希望する職

種の仕事が見つからないこと」である。2019 年

には 20 代前半では女性の方が男性より東京へ移

動している 2）。また、地方移住での最大の不安点

は、「新しい仕事を探すこと」、「年収が下がるこ

と」、「キャリアを活かせる仕事はないこと」の

仕事関係が各種調査で半数近くを占める（内閣

府「地域の経済 2020-2021（令和 3 年 9 月 3 日）」）。

仕事が在る場所と居住地に乖離がある。テレワー

クを上手く活用できれば、地方に居ながら遠く

の仕事をしたり、都会に居ながら地方で求めら

れているスキルを上手く活用したりできる可能

性もあろう。

　労働力の減少から女性労働力の活用が唱えら

れるようになって久しい。Dettling（2017）はイ

ンターネット網の普及がテレワークを可能と

し、アメリカでは既婚女性の労働参加率を 4.1

パーセントポイント高め、労働参加率上昇の効

果は独身女性や男性ではみられなかったという。

Abe（2011）は理論モデルとデータから、東京都

の既婚女性は通勤しやすいためにフルタイムで

働くことが多く、反対に、通勤時間が長くなる

千葉や神奈川、埼玉といった東京近郊の県の女

性は非正規で働く傾向にあるという。アメリカ

でも既婚女性の労働供給の地理的な差は通勤時

間で説明できることが明らかにされている。

　テレワークはこれらの問題の解決になりそう

だが、そもそも企業や人が集中しているのは集

積のメリットがあるからと考えられる。つまり、

企業や人が集中していると、知のスピルオーバー

や相応しい人材を採用しやすい、適した仕事に

出会いやすい、事業所向けサービスが充実して

いるなどのメリット 3）がある。テレワークの浸

透は集積のメリットをどのように補うのかにも

拠る。それは、出社と在宅勤務を組み合わせた

テレワークなのか完全リモートワーク型が浸透

するのかに関わり、さらにそのことは、イノベー

ションや人の移動、インフラ設備に異なった影

響を与える。

　パンデミック前のテレワーク実施状況をみる

と、多くは都会にある企業で実施されていた（全

国就業実態パネル調査 2017、18 年）。では、実

際に実施しているかではなく、テレワークでき

そうな仕事はどこにあるのだろうか。今後の人

材活用や人の移動への影響の詳細にまでは本稿

は踏み込まないが、それらに影響を与える、テ

レワーク可能性度の高い求人の現時点での分布

を観察しよう。さらに、通える距離の人材を雇

うという非常にローカルな労働市場が遠隔の人

材に開かれたとき、求人賃金はどのような影響

を受けるのだろうか。つまり、身近に選べる仕

事が少ないときと、選択肢が広がったときでは

求人賃金にはどのような変化があるだろうか。
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本稿後半ではこれらを論じる。

　2 節ではまず、既存アンケート調査から労働

者が感じているテレワークのメリットとデメ

リットについて整理する。3 節では、2 節で得ら

れた結果の観点から生産性への影響をみていく。

個人、企業への影響から 4 節では社会への影響

へと視点を移し、仕事の内容としてテレワーク

を実施できる可能性の高い職種の求人はどこに

分布し、また、地域労働市場で求職者の職種選

択の幅が広がることは賃金にどのような影響を

与えるのかを分析する。最後に、5 節で以上を

まとめる。

2　アンケート調査からみるメリット・デメ
リット

　新型コロナ感染症拡大以降、日本を含め各国で

数多にテレワークに関するアンケート調査が行

われている（内閣府 2020；日本労働組合総連合会

2020；Chung, Seo, Forbes, and Birkett, 2020；大久

保・Nippon Institute for Research Advancement

（NIRA）2020・2021；総務省 2021）。ここでは、そ

の中からメリット、デメリットを中心にみていく。

　はじめに内閣府が行った「新型コロナウイル

ス感染症の影響下における生活意識・行動の変

化に関する調査」をみていこう。2020 年 5 月 25

日から 6 月 5 日にかけての第 1 回調査から 2022

年 6 月 1 日から 6 月 9 日にかけての第 5 回調査

までが 22 年 8 月時点では行われている。イン

ターネットを使用し約 1 万人が調査されている。

この調査では「テレワークで不便な点」を聞い

ており、最も多いのは「社内での気軽な相談・

報告が困難」で 34% ほどである。これは第 1 回

目の調査でも第 5 回目の調査でも割合はさほど

変わっていない。2 番目は「画面を通じた情報

のみによるコミュニケーション不足やストレス」

で、これは 1 回目から 5 回目にかけて 3 パーセ

ントポイント上昇している。2020 年以降、IT 技

術を駆使した様々なツールが紹介されているが、

まだまだ対面の完全代替までには至らないよう

だ。3 番目に回答が多いのは「取引先等とのや

りとりが困難」だが、これは 34% から 24.9% へ

と下落している。テレワークが浸透したことで、

自社内のみならず取引先ともオンライン会議な

どを開催しやすくなったのであろう。さらに、

この調査では就業者へ働く上で重視する事柄を

聞いているが、就業者の 17.6% はテレワークや

フレックスタイムなど柔軟な働き方ができるこ

とを挙げ、テレワーク経験者に至っては 40.9%

が重視している。他の調査結果でも、例えば、

日本労働組合総連合会のテレワーク経験者への

調査では 81.8% がテレワークの継続を希望して

いる。新型コロナウイルスが一般的な風邪と同

様の取り扱いになってからも、テレワークを組

織に適用させた働き方は継続していくだろう。

　日本労働組合総連合会では、2020 年 6 月 5 日

から 6 月 9 日にテレワークを行った就業者 1,000

人へインターネットにより調査を行っている。

テレワーク による生活面への影響についての調

査項目の回答からは、29.5% のテレワーク経験

者が「家族の会話が増えた」と回答している。

これは日本に限らず、下で取り上げるイギリス

の調査結果でも同じような結果がみられる。

　日本労働組合総連合会の調査のテレワークの

メリットとデメリットに関する調査項目の回答

をみると、メリットの上位 3 つは、（1）通勤がな

いため、時間を有効に利用できる（74.6 %）、（2）

自由な服装で仕事をすることができる（48.0 %）、

（3）自分の好きな時間に仕事をすることができる

（25.6 %）だ。令和 3 年版総務省通信白書におい

ても、テレワークの利点は「通勤時間が削減され

ること」が 286 人中 81.5% でトップである。下

で取り上げるイギリスの調査においては、4 人
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にひとりが生産性の上昇を感じ、子供のいない

労働者の 40% 弱がメリットとして生産性の上昇

を挙げているが、日本労働組合総連合会の調査

では、メリットとして「定型的業務の生産性が

上がる」、「創造的業務の生産性が上がる」こと

に肯定回答しているのはそれぞれ 10.3%、5.7%

と少ない。ただし、令和 3 年版総務省通信白書

では調査対象や実施時期を幅広くとっているが、

37.1% が「作業に集中できる」と回答している。

　日本労働組合総連合会の調査においては、デ

メリットとして、（1）勤務時間とそれ以外の時間

の区別がつけづらい（44.9%）、（2）運動不足にな

る（38.8 %）、（3）上司同僚とのコミュニケーショ

ンが不足する（37.6%）が挙がる。同調査の労働

実態の調査項目の回答をみると、「仕事とプライ

ベートの時間の区別がつかなくなることがあっ

た」に対して、よくあった 16.4%、ときどきあっ

た31.1%と回答している。また、20.3%のテレワー

ク経験者が業務の効率が低下すると回答してい

る。

　下記のイギリス調査においても在宅勤務の悪

い面として「仕事と家庭生活の境界がはっきり

しなくなること」が挙がる。生産性が上がると

感じている労働者と下がると感じる労働者は日

本、イギリスどちらの調査でも見られるが、こ

れは仕事と家庭での生活（私生活）を明確に分

けることなく働くことが労働者の性格上あるい

は業務の性質上、プラスに働くかマイナスに働

くか否かと関係しているかもしれない。

　ヨーロッパの国々では、在宅勤務や柔軟な働

き方の権利を保障する法律を導入する国々があ

る。その中でも他の国より早くから法律を制定

しているのがイギリスだ。そこで、イギリスで

行われた調査をみていこう。2020 年 5 月 22 日

から 6 月 15 日にかけて、新型コロナウイルス感

染症流行拡大と、ロックダウンと在宅勤務の浸

透が生活に与えた影響を把握する目的で調査が

行われた。このイギリスの調査では、労働者の

性別と子供の有無別に、在宅勤務の良い面と悪

い面を聞いている。在宅勤務の良い面は、子供

のいる男性および女性労働者にとっては、上位

3 つは（1）子供や孫と過ごす時間が増えた、（2）

家の他の仕事ができるようになった、（3）配偶

者と過ごす時間が増えたであり、回答者の 50%

以上がこれらを挙げている。そして、「仕事以外

の自由時間が増えた」、「他の行わなければなら

ない世話ができる」が続く。続いて、20~30%

の人が、「仕事の時間 / パターンの改善」、「メン

タルヘルスの改善」、「身体的健康の改善」、「生

産性の上昇」、「仕事への満足度の上昇」を挙げ

ている。

　子供のいない男性および女性労働者も、子供

のいる労働者と同様に、それぞれ、上位 3 つに

（1）家の他の仕事ができるようになった、（2）配

偶者と過ごす時間が増えた、（3）仕事以外の自

由時間が増えたことを挙げる。それ以降は子供

のいる労働者と異なる。子供のいない労働者の

40% 弱は、「生産性の上昇」を在宅勤務の良い面

として回答し、「仕事時間・パターンの改善」に

ついては、女性労働者は子供の有無で差はない

が、男性労働者においては子供のいない労働者

の方が、子供のいる労働者より多くの人が良い

面として挙げている。この調査報告書には、生

産性が上昇したと回答した人の割合が掲載され

ており、少なくとも 4 人に 1 人は上昇したと回

答している。この割合は子供のいない労働者で

高く、子供のいない女性労働者は 39%、男性労

働者は 36% の人が上昇したと回答しているのに

対し、子供のいる女性、男性はそれぞれ 26%、

27% が上昇したと回答している。このイギリス

の調査では、回答者の 36% が在宅勤務ではより

短い時間でより多くの仕事ができるとし、また、
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43% が仕事の優先度に注意していると回答して

いる。これらは在宅勤務における生産性上昇に

寄与しているだろう。

　在宅勤務の悪い面として、子供のいる労働者

は（1）仕事と家庭生活の境界があいまいになる

こと、（2）家事や育児が増えること、（3）家で気

の散ることが多すぎることを挙げる。特に、2

番目と 3 番目は男女差が大きく、女性は男性よ

り多く半数以上がこれらを挙げている。続いて

4 番目に多くの労働者が「家庭でのストレスの

増加」を挙げるが、この項目でも女性の方が男

性を大きく上回り半数以上が挙げている。これ

に対し、子供のいない労働者では、1 番は「仕

事と家庭生活の境界があいまいになること」で

子供のいる労働者と同じであるが、2 番目と 3

番目は異なる。子供のいない労働者は（2）同僚

との後ろ向きな関係、（3）生産性の低下を挙げる。

上述のように、生産性の上昇を感じている労働

者は子供のいない労働者の方が子供のいる労働

者より多いが、他方で、生産性の低下を感じる

労働者も存在している。在宅勤務を含め、適し

た働き方は人により異なることが伺える。日本

では、多様な働き方というと女性や障碍者、高

齢者の労働が語られる傾向にあるが、真の多様

性が望まれよう。合わせて、多様な働き方を管

理する負担の増加を軽減できるよう組織づくり

や管理職の研修なども重要になろう。

3　テレワークが生産性に与える影響
　上述では、テレワークのメリットとして、通

勤時間の削減が挙げられていた。また日本、イ

ギリスともに家族との時間が増える半面、仕事

と家庭での生活の線引きがはっきりしなくなる

ことが挙げられていた。さらに日本のアンケー

ト調査では上司や同僚等とのコミュニケーショ

ン不足が挙げられていた。そこで本節ではコミュ

ニケーション不足にも言及しながら、通勤時間

および家庭での生活が生産性に与える影響につ

いてみていこう。

（1） 通勤時間
　これまでの多くの研究がテレワークのメリッ

トとして通勤時間の節約を挙げる。このうち、

筆者がコロナ禍前に推計した結果を紹介したい。

Kazekami（2020）では、2017 年、2018 年の全国

就業実態パネル調査を用いて、なぜ働き方を変

えるだけで仕事のパフォーマンスが変化するの

かを分析した。正規従業員の方が非正規従業員

より働き方の柔軟性が低いことから彼らに着目

した。各年 9,200 人程度のデータを利用できる。

1 週間のテレワーク時間は多くの労働者が 8 時

間以下で、75% の労働者は 16 時間以下であっ

た。他方で、5% のテレワーカーは全労働時間が

テレワークであった。通勤時間についてみる前

に、先ず、テレワーク時間が週に 1 時間延びる

と生産性を上昇させ、年間で 34 万円分ほどであ

る 4）。しかしながら、テレワーク時間が長くな

りすぎると反対に生産性は低下する。完全テレ

ワークについて推計した場合にも負の影響が確

認できた。これは、2 節のアンケート調査でテ

レワークの不便な点として挙がっていた、機器

を介したコミュニケーションが対面でのコミュ

ニケーションを完全には代替しないことも影響

していよう。海外の研究では、科学者や特許取

得には対面コミュニケーションが重要であると

いう。また、テレワークが商品開発のチームパ

フォーマンスに与える影響を分析した研究では、

対面コミュニケーションが十分に確保できてい

ればテレワークは正の効果を与えることを明ら

かにしている。現在よりも広くテレワークが浸

透するのであれば、イノベーションまで考慮し、

テレワークと出社の組み合わせ方や対面コミュ
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ニケーションの代替について解を求めておく必

要があろう。

　本項の主題である通勤時間についてであるが、

テレワークが生産性に与える正の効果は、通勤

時間が長い人ほど現れることが明らかになった。

通勤時間が 1 時間以上の人では、テレワーク時

間が週に 1 時間延びた際に生産性に与える影響

は年間で 42 万 7,600 円ほどになる。さらに、通

勤時間を揃えた上で、通勤手段を車・歩き・自

転車・バイクの人と電車・バスの人に分けて推

計すると、通勤ストレスがかかりやすいと思わ

れる電車・バス通勤の人がテレワークを行った

場合の効果は 53 万 6,095 円ほどである。

　Krueger and Mueller（2016）は、失業者は仕事

を探す際に、失業期間が長くなっても、通勤時間

が長くなるような求人には積極的に応募しない

ことを明らかにしている。つまり、テレワーク

は求職者に高く評価されると予測できる。筆者

も、在宅勤務を導入することで、採用時に多く

の人を集められるという話は日本企業の採用担

当者やハローワークで耳にする。遠隔地でのテ

レワークは、1 節で述べたように、人の地域間

移動、ひいては各地域のインフラ設備にも影響

する。後の 4 節では、テレワーク浸透に伴う就

業地、職業の選択幅（賃金の変化）から考えたい。

（2） 家庭での生活との関係
　Kazekami （2020）の推計では、テレワークは

生活満足度を上げ、生活満足度は生産性に正の

影響を与えていた。テレワークは仕事満足度も

上昇させていたが、仕事満足度それ自体には生

産性を高める効果は見られなかった。2 節のア

ンケート調査では、家族との時間が増えること

をメリットとして感じている労働者が多いが、

このことは仕事のパフォーマンスにも影響を与

えているだろう。他方で、アンケート調査では

仕事と家庭での生活をはっきり分けられなくな

る点がデメリットとして挙げられていた。筆者

の推計においては、テレワークは仕事と家事と

の両立ストレスを上昇させていた。そして、こ

のストレスは生活満足度を低下させていた。た

だし、ストレスは直接には生産性を低下させて

いなかった。労働者により、仕事と家庭での生

活を明確に分けることを好む人と、むしろ一体

化している方を好む人がおり人により異なろう。

4　テレワーク可能な仕事の分布と職業の選
択幅

（1） テレワーク可能な仕事の分布
　テレワークができそうな仕事は現時点ではど

こにあるのだろうか。先ず日本版 O*Net データ

を用いて職業別のテレワーク実施可能性を算出

する。Digni and Neiuman （2020）らに倣い、対

面での議論、屋外作業、機械の速度に応じた作業、

立ち作業、座り作業の 5 項目について、評価を

逆にして（ほぼ毎日 =5 を 1 に変換する。ただ

し座り作業は頻度を逆評価にしない）指標を作

成する。つまり、指標の値が高い程、テレワー

ク出来る可能性が高い。作成した指標をみると、

事務用機器操作の職業、情報処理・通信技術者、

一般事務員、開発技術者などで高い値を示し、

反対に、建設関係や外勤事務員、農林業、清掃

の職業などで低い値を示す。

　次にこのようにして作成した指標を用いて、

各地域の求人の中に、テレワーク実施可能性の

高い求人がどの程度多いのかを考える。職業別

のテレワーク可能性度を高い順に並べ、上位 4

分の 1 を 3、次の 4 分の 1 を 2，次を 1、最後の

4 分の 1 を 0 として、公共職業安定所の管轄地

域別に、求人全体に占めるテレワーク可能性度

の高い求人の割合を求める。公共職業安定所の

求人のうち、2021 年上半期のパート労働者の求
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人を地図にしたのが図 1 である。

　図 1 をみると、テレワーク可能性度の高い求

人は都会に集中しているわけではないことが分

かる。他方で、満遍なくどこでもテレワークの

可能性度の高い求人が出ているわけではないこ

とも分かる。比較的人口の多い地域では求人数

も多く、求人数が多いと様々な職業の求人が出

され、テレワークの可能性度も高くなりそうだ。

そこで、求人数とテレワークの可能性度を比較

すると、パート労働者の求人では相関係数 0.09

と低く相関はない。これに対し、フルタイム労

働者の求人では 0.63 と正の相関関係がみられ、

求人の多く出される地域でテレワーク可能性度

の高い求人が多い。そのため本稿ではパートタ

イム労働者の地図を紹介している。

（2） 職業の選択幅

　テレワークが可能になるということは、求職

者や非労働力人口にとっては、居住地域の求人

以外にも職業選択の幅が広がるということだ。

選択できる仕事の種類が増えると、賃金は上昇

するだろうか。一般的な理論では、求人企業が

多いときには競争が生まれ市場で賃金が決まる

が、求人企業が少ないときには市場は独占的に

なり、賃金は低く抑えられる。Azar et al. （2019） 

は、アメリカでは 80 パーセンタイルの人口密度

までの市場は独占的であるという。本項では企

業数ではなく、仕事の種類でみてみよう。例えば、

求職者は事務職を希望し、求人には福祉・介護

職が多いという地域労働市場はしばしば観察さ

れる。職種が少なく他に選択肢がなければ、希

望とは異なる仕事でも就職するであろう。反対

に、求職者に職種の選択肢が多い場合、応募求

図 1　テレワーク可能性度の高いパート労働求人の分布

（出所）筆者作成
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職者数の少ない職種の賃金には上昇圧力がかか

る。そこで、令和 3 年の経済センサスから、職

種別データは公表されていないため、代わりに

産業大分類別に事業所数を取得し、地域別 5）に

「産業別事業所数÷総事業所数」の値を二乗して

足し合わせた指標を作成する。つまり、産業の

種類が多いほどこの指標の値は低くなり、産業

の種類が少ないほど高い値になる。

　公共職業安定所別のパート労働求人事業所の

希望上限賃金と希望下限賃金のデータを用いて、

上述の指標がこれらの賃金に与える影響を推計

した。地域の求人倍率や失業率、また、職業や

年次固有の要因をコントロールした上で、最も

産業の種類が少ない地域から最も多い地域へ求

職者が移動したとすると、求人希望下限賃金で

時間当たり72円ほど上昇する。やや古いデータ6）

になるが地域の大卒割合をコントロールしても、

時間当たり 41 円ほど上昇する。求人希望下限賃

金の平均は 1,011 円であり、比較のために記載

すると、2022 年の最低賃金の上昇幅は 30 ～ 33

円である。つまり、産業の種類が少なく、求職

者に選択肢が少ないと、求人賃金は低く抑えら

れている。テレワークが十分に浸透した場合に

は、この抑制効果が低下する可能性を示唆する。

5　おわりに
　テレワークには、家族と過ごす時間が増える、

通勤時間の節約になるといったメリットがある

一方で、仕事と家庭での生活時間との境界があ

いまいになるといったデメリットがある。生産

性についてみると、上昇する人も下落する人も

存在する。仕事とそれ以外との線引きをどの程

度好むのかなどは労働者に依存する部分もあろ

う。最適な働き方は仕事内容や環境のみならず

労働者の属人的なことにより異なると考えられ、

各自が最適な働き方を選べることが個々人の生

産性には正に働く。他方で、その際には管理者

のマネジメント業務が増える。管理負担を軽減

するシステムや研修が求められよう。また、現

時点での技術では機械越しのコミュニケーショ

ンは対面でのそれを完全に代替しきれていない。

企業全体のイノベーションのためには対面コ

ミュニケーションの時間とテレワークの組み合

わせなどの管理も必要となろう。

　テレワークが可能になると、地域労働市場の

職業選択肢が増え、職種数が少ないゆえの賃金

抑制効果が低下する可能性がある。現時点では

テレワーク可能性度の高いパート労働求人は都

会に集中しているわけではないが、満遍なく存

在しているわけではなく地域により偏りがある

ことも分かった。ただし、本稿では遠隔地の労

働者と求人企業近くの労働者間での代替性や、

求職者近くの仕事と遠隔地の仕事の代替性まで

は検討していない。これらは別の機会としたい。

【注】

1）2021 年のテレワークのうち 92％は在宅勤務で

あるため（通信動向調査）本稿ではサテライトオ

フィスや移動中での仕事ではなく在宅勤務につい

てみていく。

2）総務省住民基本台帳人口移動報告

3）反対に過度な集積は渋滞や賃金・家賃の高騰な

どのデメリットがある。

4）使用したデータの平均労働時間で算出した場合。

コロナ前にテレワークを導入できる企業におい

て、かつ、強制ではなく労働者がテレワークとい

う働き方を選択した際のデータである点は留意が

必要である。

5）市町村データを公共職業安定所別に加工。

6）市町村レベルの学歴データは国勢調査にあり、

学歴に関する調査は 10 年ごとに行われるため。
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